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lTの進展と信用情報機関

現状と今後の可能性につ いて

　　　竹谷　和芳

日本情報セン タ
ー

　本講演で は 、 最初に 世界各国の 信用情報機関

が、 現在どのような潮流にな っ てい るか 、 それ

か ら日本の状況 を報告 し 、 最後に今後の 可能性

につ いて言及 したい 。

　2002年10月 に信用情報機関の イ弋表者及び実務

者が集まる第 3回の 国際会議がシ ドニ ー
で 開催

された 。 こ の 国際会議は 、 第 1回 は1998年 に

ロ ーマ で、第 2 回は2000年にサ ンフ ラ ン シ ス コ

でそれぞれ 開催されて い る 。

　筆者は1986年に消費者金融業界の個人信用情

報機関の連合体で ある全国信用 1青報センタ ー連

合会の 関連 シス テ ム会社 に入社 した後、職務上

の立場か ら88年にはア メ リカ、フ ラ ンス、西 ド

イ ツ （当時）、イギ リス、その 後 も ドイツ 、イ

タ リア、デン マ
ー

ク、オ
ー

ス トラ リア 、ニ ュ
ー

ジ
ー

ラン ドなどの 国々 を訪問し、各国の 個人信

用
，1青報機関の 実態を調 査して きた。

　今回の 会議には39の 国と地域か ら 131名の 参

加があっ た 。 第 1 回国際会議で は 、 各国の 信用

情報機関の 実務担当者が集まり、主に個人信用

情報の 保護に関する 法的な問題が報告、討議さ

れ、第2 回国際会議では、ヨ ーロ ッ パ とアメ リ

カの 信用惰報の 相互交流に対するプライバ シ
ー

保護的制約の存在 とその対応に関する 諸問 題が

報告、討議された 。 この 第 2 回会議で は、個人

信用 情報を含むいわゆる個 人情報の利 用に厳し

い制約を課す ヨ ー囗 ッ パ と、個人情報の 自由な

流通 は消費者に利益 をもたらすとい うアメ リカ

の 立場 との 対立が浮き彫 りにされた 。

　第 3 回 目 となる今回の 会議で は、ア ジア ・太

平洋地域における信用1青報機関の 実状報告をも

とに 、 この 地域 における信用 供与イ ンフ ラの 整

備、クレジ ッ ト業界 の展望、個人信用情報保護

の 法的問題などが取 り上 げられ、ア ジア
・太平

洋地域の みな らず消 費者 信用新興市場を有する

国々 が多数参加 した。

　特に今回はア ジアから、シンガポ
ー

ル、イン

ドネ シア 、タイ、マ レ
ー

シア、イン ド、イス ラ

エ ル 、カ ザフ ス タ ン、パ キス タ ン 、とい っ た

国々 及び中南米、東 ヨ
ー

ロ ッパか ら、エ ス トニ

ア、ポ
ー

ラ ン ド、ハ ン ガ リ
ー
などが初参加 し、

参加国は会議毎に増え て い る 。

　近年の 特徴として 、消費者信用が比較的未成

熟で ある 国々 におい て も僭用 1青報機関の 設立が

相次 いで いるが、そ の背 景と して、世界各国に

ビジネス展開を図ろうとする米国信用情報機関

の グロ
ーバル な拡大 戦略 があり、すでに存在す

る信用情報機関を買収 したり、信屠 1青報機関が

ない 国で はあらたに 設立するなどの 方法で 、こ

の分 野か ら広く収益を上 げよう とする 動きが顕

著で ある 。

　海 外の 信用情報機関は 2 つ の タイプに分類で

きる 。 まず非営利型で あり 、 これは ヨ
ー

ロ ッ パ
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の信用情報機関の特徴で ある 。 そ して 、ア メ リ

カのよ うに複数機関が競争 し営利 を追求する形

態があ り、ア メリカで は金融機 関や与信業者以

外の第三者が営利目的で信用情報機関を運営 し

ている。

　 米国信用情報機関の 海外進出の具体例を見て

みると、オ
ー

ス トラ リアにおいては個人信用情

報機 関は もともと協会 組織 で非 営利で あ っ た

が 、 米国信用情報機関が買収 し営利 を追求する

株式会社組織とな っ た 。 ヨ
ー

ロ ッパ各国にも進

出 し 、 イギリス で は 、 もともとイギ リス に存在

した営利組織の 信用情報機関を買収し、 ドイ ツ

には新たに信用情報機関を設立 して いる 。 しか

しながら、ヨ ーロ ッ パ 各国で は、個人情報を保

護 する法律の 厚い 壁が存在するため、進出 した

米 国信用情報機関の事業拡大は必ず しも容易に

は進んでい な いようで ある。qコ 国や韓国にも同

様に進出 して いるが、ア ジア においてもプライ

バシ
ー

保護の 文化的な障壁があり、米国の よう

に比較的自由に、かつ 、容易に収益があげられ

ない環境とな っ て いる 。 例え ば、ポジテ ィ ブ情

報の 利用を禁止する規制がア ジア各国で は多い

の で、ス コ ア リングシステムな どを利用 した個

人 信用情 報の 高度 利用 やサ ービス を提供で き

ず、利益拡大 はなかなか進まないようである 。

日本につ いて は言語の壁 、文化的差異 、 業界構

造 とい っ た、非常 に長い時間 をかけて確立され

た信用情報機 関の 枠組みが存在して い るため 、

市場 としては認識されているが 、 進出の 具体化

には至 っ てい ない 。

　表 1は同国際会議で 、 アメ リカの 信用情報機

関の 担当者が 説明 した資料で ある 。 右側が信用

情報機関 、 左側が与信業者を示 して い る 。 下か

ら上 にそれぞれが段階的に発展して い く様をモ

デル 化して い る 。

　 Bureauの 右 下 か ら、 以 前 は manual 　 files

だ っ た こ とがわかる 。 紙や FAX によ り報告 を

行 っ て い た。それ か ら、computer 　 fllesにな

り、onllne　reports にな り、　 credit　scores ，　bu−

reau 　 and 　 custom 　 analytics ，そ の 上 は de−

cislQning 　 software ，その 上になる と、　 pre
−
scr

een ［ng ，　 positive　 dataの 活 用と段昼皆的に発展

して きた こ とを示 して い る。
一

番 上 は new

Enables　credit 　grantors　to　move 　quickly　to
worid

’

s　best　practice

Cu帥omers

醢

簍

o

重 e

凾 d

纈

a a

c 6

Bureau

P  伽abiltty・based
o鯛8象omo 「期 ana 　　　　t

眄 ow 　gongr甜 0 轟 8core5

　 　 81伽 O 南 紬

cred 髭細 d 槻 日rkα願ng

n 帆 o 堺gd 詮 v   「融e 鯛卩

pr興 駲 想 駒lng　 Po8馳 da鮨a

　 rl3睡舶 8　 n8◎ 剛 睡r臨

crgdltd

●cl810r隔

dieolsten匪闘98 σ騙 re
己　 陌oo鯛on 　roees ●響

　 crgct聴

匪rttbrmetion

　 　 cr●d耽 800 鵬 8

加   聾 a鬩 ◎驂醗 omona 　 c9

8u 象omabed 　cred 除

　 【90 面n

　 　 comp 氓 el 儡 9G

o 卩酢bgr●　 r翰　 80 髄w8rgll 駢k8

  馳闘a霆cr釧」龍

附 o 剛 n

ma 臓閥al 側e8

rre 　 鵬 　 　拙

1
． 瓣

表 1　 出典 ：第 3 回消費者 信用報告世界大会資料
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generation　 scores で あ り、ア メ リカの 信用

」1青報機関の最終段階モ デルで ある 。 それ に対応

して左の 与信業者の 与信判断に関す る意思決定

も段階的に発展する。

　次に E×perlanはカ リフ ォ ルニ ア を本拠地 と

するアメ リカ 3 大ク レジ ッ トビ ュ
ーロ ー

の
一

つ

である，売上は15億6500万 ドルであ り、120円

で計算して1878億円とな る 。 信用情報部分の ビ

ジネス は、8 億4000万 ドル でおよそ1000億円、

全体の約54％を占めて い る 。 信用情報 を利用 し

た支援サ
ービス は 、 4 億6500万 ドルで お よそ

560億円 、 全体の 約 30％を占め る 。 アウ トソ
ー

シ ングビジネスが 2 億6000万 ドルでおよそ3GO

億円 、 全体の 16％で ある 。

　同社は、 情報技術を用い たデ
ー

タ分析やデ
ー

タ提供を事業とする会社で あり、 様々 なデ
ー

タ

ベ ー
ス を所有して い る 。 ア メ リカ人 □ に匹 敵す

る2億4000万人の 信用
」1青報が登録され 、 自動車

囗
一

ンや事業者ロ
ー

ン 、 ビジネス ロ
ー

ン につ い

ての デー
タベ ー

ス を保有する 。 利益 につ ながる

情報を獲得し、加工 する ことで事業拡大 を続け

て いる 。

　次に、日本の状況 を見て みると、わが国の信

用情報機関の 形態は、世界に類例をみな いもの

で、金融機関、消費者金融、ク レジ ッ ト ・販売

信用の各業界単位に与信業者が信用情報機関を

設立 し、いわば業界毎の 複数機 関による営利を

追求 しない非営利共存型の 構造とな っ て いる 。

ただ し、シス テム更新 に多大なコ ス トを必要 と

するので、その 都度、加盟会員か ら所要資金の

提供 を受けるのではなく 、 株式会社組織として

一
定の内部留保か らこれ らの コ ス トを充てる こ

とによ り運営されて い る 。 業界単位 に設立され

た情報機関がそれぞ れ会員が増加するにつ れて

惰報の集積 を進め、量的、質的充実 を図 っ て き

て いる。

　また、これ らの 信用惰報機関をネ ッ トワ
ーク

で 結ぶ ことによ り、業界 を超えた信用情報の 相

互利用が行われている。この ネ ッ トワークを通
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じて 交流される信屠 1青報は現在の ところ延滞等

の いわゆる 事故情報に 限られて お り、ポジテ ィ

ブ情報を含め たすべ て の 信用情報の共有化に つ

いて はなお課題がある。 2000年12月に稼動を開

始 した信用情報機関 「テ ラ ネ ッ ト」 は、消費者

金融業界とク レジ ッ ト ・販売信用業界の いわゆ

る ノ ンバ ンク分野における個人信用 1青報の 共同

利用を 目的とする上で 新たな試みであると言え

る。

　最後に、信用情報機関の サービス面の 拡充と

い う観点から今後の 可能 F陛につ い て展望 してみ

る と、信用供与者である会員にと っ て は、与信

判断の 支援材料 として正確、 最新の 信用情報が

必要不可欠で あり 、 全件登録及びリア ル タイム

更新とい う制度、シス テム が信用 1青報機関の 根

幹をなして い るが 、 は じめに ア メ リカの 信用情

報機関の サービス を若干紹介 したが、日本で も

与信業者のニ
ーズ 、 顧客の ニ

ーズが信用情報機

関の サービス を拡大さぜる と考えられ る 。

　会員にと っ て は与信判断の 支援材料 として 、

リア ル タイムの 信用情報が不可欠 であ る。オ ン

ラ イ ン 上で は、情 報を でき る 限 り即時 に更 新

し、さ らに、過去一定期間の 返済履歴 につ いて

も登録保持す るこ とによ り、顧客の借り入れや

返済パ ター
ンを判断する ことがで きる 。 現在、

全国信用情報セ ンタ
ー

連合会加盟信用情報機関

には、契約継続中及び完済後5年間の 登録期間

の 範囲で、1690万人の 信用情報が登録されて い

る 。 その 信用情報をどの よ うに ク レジ ッ ト社会

の 健全な発展のために有効利用 して い くか とい

う大きな課題がある 。 個人信用
II
青報をどの よう

に活用 して い くか、一方、プライ バ シ
ー保護の

問題にも十分 配慮 しな ければなら ない。ス コ ア

リン グシス テム に つ いて は、与信業者 が独自に

開発 し与信判断に利用 して いるが、信 用情報機

関が これを一つ のサ ービス として提供 してい く

方法も考え られる。債権回収の 支援策として、

モ ニ タ リングシ ス テム につ いて は、顧客の ク レ
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ジッ トの 利用状況がどのように変化してい るか

を捕捉し 、 参考デ
ー

タとして提供するこ とも考

え られ る 。 フ ィ
ー

ドバ ッ ク サ
ービス に つ い て

は 、 会員業者が一
定の 条件を信用

ll
青報機関に登

録して おけば 、 その 条件に該当した時に信冊 1青
報機関が 当該会員に通知する住組みが考えられ

る。

　その他、会員業者の 営業促進やマ
ーケテ ィ ン

グ支援につ いて は、わが国で実施で きる環境が

整 うか否かわか らないが、例えばプレス ク リー

ニ ングサービス は、あらか じめ一定の条件で 信

用情報機関に対 してデータベ ー
ス の検 索依頼を

行 うと、 その条件 に当てはまる顧客 リス トを抽

出 し提供するもの である 。 これはアメ リカの 信

用情報機関で は有用なサ
ービス とな っ ている 。

与信業者の ニ ーズによ っ てはそのようなサ
ー

ビ

ス も考え られる 。 マ
ー

ケテ ィ ング支援では、信

用 1肓報データベ ー
ス と他の デ

ー
タベ ー

ス をマ ッ

チ ングして 、 例えば借り手の 地理的分布や利用

時間帯 な どを分析する こ となどが考え られよ

う。信冊 情報データベ ー
ス を活用 した統計デ

ー

タの 提供も新 しい サービス となりうる 。

　
一

方、顧客の 利益につ ながるサービス と して

は、信用情報機関が顧客の 利用状況 を分析し、

ク レジッ ト利用の ア ドバ イスや コ ンサル テ ィ ン

グ、カウンセ リン グな どが可能 となる。

　今 後は、消費者1言用 の 健全 な発展 を図る上

で、信用情報をどの よ うに有効に活用 してい く

かとい う視点がクロ
ーズア ップされて くるであ

ろう。個人 ll青報 の保護に関する 法制化を視野 に

いれながら、顧客 と与信業者の 双 方の 利益 に資

する 消費者 唇用市場の イ ンフ ラ と して、ITの

進展とともに信用 情報機関の 役割が一
層注 目さ

れ、期待されるで あろ う こ とは疑い ない。
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